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 おおさか男女共同参画プラン（2011-2015） 施策体系別事業   

平成 25年度事業概要・平成 24年度実績 

 

 

（１）政策・方針決定過程への女性の参画促進 

事業名及び平成25年度事業概要 

25年度 

予算額 

（千円）  

 

平成24年度実績 担当課 

①審議会等委員等への女性の参画促進 

審議会等への女性の登用の促進 

平成27年度末までに、審議会等における女性委員の登用割合

を４割以上６割以下（男女いずれか一方の委員が４割未満となら

ない状態）とするために、引き続き登用の促進を図る。 

 

 

 

 

 

― 審議会等における女性委員の

登用状況  28.1％ 

(平成25年4月1日現在) 
※法令又は条例を根拠に設置され

ている審議会等で、それぞれの審

議会等において法令等により職務

の要件が指定され、選任にあたり、

知事に選択の余地がない委員等

(職務指定委員)を除外して算出。 

男女参画・府

民協働課 

等全部局 

人事局人事

課 

 

行政委員会委員への女性の登用の促進 

府の行政委員会への女性の登用に努める。 

 

 

 

― 府行政委員会における女性の

登用状況   14．6％ 

(平成25年4月１日現在) 

人事局人事

課 

委員選任のあり方の検討 

女性委員の登用を含め、幅広く人材を求めるという観点から、

審議会等の委員選任のありかたについて検討を行う。 

― 同左 人事局人事

課 

男女参画・府

民協働課 

等全部局 

市町村における政策決定への女性参画状況調査 

市町村における審議会委員等への女性登用促進のための資

料整備の一環として、市町村における政策決定への女性参画状

況調査を行う。 

― 政策決定への女性の参画状況 

市    町村 

議 会：    19．5％  １7．1％ 

行政委員会： １2．3％  13．9％ 

附属機関：  28．4％  22．7％ 

(平成25年４月１日現在) 

男女参画・府

民協働課 

②大阪府職員・教員等における女性の登用の促進 

女性職員の登用促進 

府の女性職員の職域拡大及び管理職への登用を図るため、女

性職員が多様な経験を積むことができる人事配置や職務分担に

努めるとともに、原則として、10名以上の所属(室内課)に女性職員

を配置することとし、全職場への女性職員の複数配置をめざす。 

― 府における女性職員の登用を

一層促進するため、目標を定

めて、女性職員が多様な経験

を積める人事配置や職務分担

を進めた。 

人事局人事

課 

等全部局 

 

女性警察官の採用・登用の拡大 

女性警察官の採用・登用の拡大に向けた計画を策定し、平成

30 年度に大阪府警察の警察官定員に占める女性警察官の割合

を１０％とすることを目標として、女性警察官の採用・登用の拡大

に努める。 

― ○ 警察官定員に占める女性警察

官の割合 

７．９％（育児休業者含む） 

○ 女性警察官のなかで、幹部（巡

査部長以上）が占める割合 

４１．６％ 

（平成2４年4月１日現在） 

警察本部 

警務部警務

課 
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事業名及び平成25年度事業概要 

25年度 

予算額 

（千円）  

 

平成24年度実績 担当課 

女性教員の登用促進 

人材の計画的育成に努め、女性教員の管理職への登用につ

いて目標を定めて計画的に進める。 

― 平成25年4月1日に新たに管

理職へ登用された女性の人数) 

○校長 

・小学校   28人 

・中学校    4人 

・府立学校  2人 

○教頭 

・小学校   33人 

・中学校    6人 

・府立学校  12人 

(小・中学校は大阪市、堺市、豊

能地区を除く) 

教職員室教

職員人事課 

採用・登用状況の公表 

府女性職員・教員の採用、管理職等への登用状況を定期的に

公表する。 

― 同左 人事委員会

事務局 

人事局人事

課 

教職員室教

職員人事課 

③企業等における女性の登用の促進 

おおさか男女共同参画促進プラットフォームの運営 

再掲【２－（1）－①】  → Ｐ20参照 

  (―) 

 

再掲【２－（１）－①】 

          → Ｐ20参照 

男女参画・

府民協働課 

企業で働く女性のためのロールモデルバンク事業 

企業による女性の活躍推進策を支援する一環として、ロール

モデルの登録と活用の呼びかけを行うとともに、ロールモデルを

育成したい企業とのマッチングを行う。 

  ― 同左 男女参画・

府民協働課 

いきいき企業サーチネット 

再掲【２－（1）－①】  → Ｐ20参照 

(―) 

 

再掲【２－（１）－①】 

 → Ｐ20参照 

男女参画・

府民協働課 

職業能力開発の促進 

再掲【２－（1）－②】  → Ｐ22参照 

(―) 再掲【２－（1）－②】   

→ Ｐ22参照 

雇用推進室

人材育成課 

市町村における地域就労支援事業の実施 

再掲【２－（１）－②】  → Ｐ22参照 
(―) 再掲【２－（１）－②】 

  → Ｐ22参照 

雇用推進室 

就業促進課 

在宅ワークに関する情報提供 

再掲【２－（１）－④】  → Ｐ25参照 

(2,439) 再掲【２－（１）－④】 

  → Ｐ25参照 

雇用推進室

労政課 

「男女いきいき・元気宣言」事業者制度 

再掲【２－（1）－①】  → Ｐ20参照 

(―) 

 

再掲【２－（１）－①】 

  → Ｐ20参照 

男女参画・

府民協働課 

事業者向け男女共同参画情報誌の配布 

再掲【２－（１）－①】  → Ｐ20参照 

(―) 再掲【２－（１）－①】 

  → Ｐ20参照 

男女参画・

府民協働課 

総合労働問題啓発冊子の作成・配布 
再掲【２－（１）－③】  → Ｐ22参照 

(―) 再掲【２－（１）－③】 

  → Ｐ22参照 

雇用推進室

労政課 

④理工系分野等の女性人材の育成 

キャリア教育の推進 

    再掲【４－（１）－①】  → Ｐ58参照 

   (―) 再掲【４－（１）－①】 

  → Ｐ58参照 

教育振興室

高等学校課 

実践的キャリア教育・職業教育支援事業 

  再掲【４－（１）－①】  → Ｐ58参照 

(110,400) 再掲【４－（１）－①】 

  → Ｐ58参照 

教育振興室

高等学校課 

 

私学・大学課 
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事業名及び平成25年度事業概要 

25年度 

予算額 

（千円）  

 

平成24年度実績 担当課 

⑤医療分野における女性の参画の拡大 

医療機関や医療関係団体への働きかけ 

医療現場に多様な視点を導入するため、医療機関や医療関係

団体等に対し意思決定過程の場への女性医療関係者の積極的

な登用を働きかける。 

― 同左 男女参画・府

民協働課 

 

保健医療室

医療対策課 

⑥NPOなど地域で活動する組織等への女性の参画の促進 

ＰＴＡ指導者研修 

再掲【４－（１）－①】  → Ｐ60参照 

(140) 再掲【４－（１）－①】   

→ Ｐ60参照 

市町村教育

室地域教育

振興課 

ＰＴＡ指導者への資料等の提供 

再掲【４－（１）－①】  → Ｐ60参照 

(―) 再掲【４－（１）－①】  

→ Ｐ60参照 

市町村教育

室地域教育

振興課 

まちづくりにおける方針決定の場への女性の参画促進 

審議会等への女性委員の登用を行うなど、まちづくりにおける

方針決定の場への女性の参画を促進する。 

○都市計画審議会 

○住宅まちづくり審議会 

○景観審議会 

○開発審査会 

○建築審査会 

○福祉のまちづくり審議会  

― ○住宅まちづくり審議会 

委員数２０名（うち女性委員７

名） 

登用割合 ３５．０％ 

○大阪府都市計画審議会 

委員数１２名（うち女性委員４

名） 
  （ただし、職務指定（１９名）を除く） 

   登用割合 ３３．３％ 

○屋外広告物審議会 

（H24.4.1 景観審議会に統合） 

○景観審議会 

委員数11名（うち女性委員4名） 
（ただし、職務指定（11名）を除く） 

登用割合 36.4％ 

○開発審査会 

委員数７名（うち女性委員３名） 

   登用割合 ４２．９％ 

○建築審査会 

委員数７名（うち女性委員３名） 

登用割合 ４２．９％ 

○福祉のまちづくり審議会 

（H24.11.1  設置） 

委員数６名（うち女性委員２名） 
（ただし、職務指定（28名）を除く） 

登用割合 ３３．３％ 

総合計画課 

 

住宅まちづ

くり総務課 

 

建築指導室

建築企画課 

 

建築指導室

審査指導課 

 

 

女性農業者の起業支援（協同農業普及事業の一部として実施） 

女性が農業経営と地域農業に主体的に参画していくことの出

来る農村社会の形成を図るため、女性農業者の起業活動等を支

援する。 

― ○男女共同参画社会の実現と

地域農山漁村の活性化を目

的とした情報交換会の開催 

○農産加工・販売技術に関す

る講座の開催    等 

農政室推進

課 
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（2）大阪の大都市圏の魅力や国際性を活かした男女共同参画 

事業名及び平成25年度事業概要 

25年度 

予算額 

（千円）  

 

平成24年度実績 担当課 

① 女性や子育て世帯等に魅力あるまちづくり 

福祉のまちづくりの推進 

 ｢高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律

（バリアﾌﾘｰ法）｣及び「大阪府福祉のまちづくり条例｣に基づき、障

がい者、高齢者や妊婦をはじめとするすべての人が自由に移動

し、社会参加できる福祉のまちづくりを推進する。 

 

109,449 

 

○都市施設の整備の促進 

新設設置の事前協議件数

３６９件 

 

○福祉のまちづくり条例におい

て、一定の用途・規模の建築物

を設置する際に、ベビーベッ

ド・ベビーチェアの設置を義務

化。 

障がい福祉

室障がい福

祉企画課 

 

建築指導室

建築企画課 

大阪府子どもを性犯罪から守る条例に基づく子どもの安全確保

に関する啓発 

    再掲【４－（１）－②】  → Ｐ62参照 

（200） 再掲【４－（１）－②】  

→ Ｐ62参照 

青少年・地域

安全室治安

対策課 

地域安全センターの設置促進事業 

再掲【４－（１）－②】  → Ｐ62参照 

(1,400) 再掲【４－（１）－②】 

  → Ｐ62参照 

青少年・地域

安全室治安

対策課 

青色防犯パトロール普及促進支援事業 

   再掲【５－（１）】     → Ｐ67参照 

(2,762) 再掲【５－（１）】 

           → Ｐ67参照 

青少年・地域

安全室治安

対策課 

安全キャンペーンの展開 

「ひったくり」など街頭犯罪の防止に向け、府民一人ひとりの防

犯意識を高めるため、府域全域にわたる安全キャンペーンなどの

啓発イベントを展開する。 

 

538 ・安全キャンペーン（１０月） 

大阪ステーションシティ 

・懸垂幕等による啓発 

・ひったくり防止デー（毎月１１

日）での啓発 

青少年・地域

安全室治安

対策課 

 

「安全なまちづくり」に関する情報の提供 

府民一人ひとりの安全なまちづくりに対する意識啓発を図るた

め、ホームページ等を利用して、「安全なまちづくりに関する情

報」を幅広く提供する。 

― ・ホームページを利用した情報

提供 

青少年・地域

安全室治安

対策課 

 

ボランティア団体の表彰 

再掲【５－（１）】     → Ｐ72参照 

(―) 再掲【５－（１）】 

           → Ｐ72参照 

青少年・地域

安全室治安

対策課 

地域安全マップ利用サービス事業 

 再掲【４－（１）－②】  → Ｐ62参照 

平成24年度で事業終了 

(―) 再掲【４－（１）－②】 

           → Ｐ62参照 

青少年・地域

安全室治安

対策課 

｢こども１１０番｣運動の推進 

再掲【５－（１）】     → Ｐ67参照 

(―) 再掲【５－（１）】 

→ Ｐ67参照 

青少年・地域

安全室治安

対策課 

 

警察本部 

生活安全部
府民安全対策課 

歩車道分離柵設置事業 

  府内一円において、歩車道分離柵の設置等を行うことにより、

歩行者の交通安全と併せ、ひったくり等の犯罪の防止に努める。 

16,000 歩車道分離柵を設置し、車

道からの自転車や二輪車によ

るひったくり等の犯罪の防止に

努めた。 

 （主）枚方交野寝屋川線 他  

500ｍ 

交通道路室

道路環境課 

 

園路（生活路）の安全性の確保 

府営公園において、普段から生活路、通学路として利用されて

いる園路と、駐車場などの照度及び見通しを確保し、安全性の向

上に努める。 

― 服部緑地において、照明設備

の設置を行った。 

公園課 
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事業名及び平成25年度事業概要 

25年度 

予算額 

（千円）  

 

平成24年度実績 担当課 

府営公園新ハートフル事業の推進 

   再掲【３－（２）－⑤】  → Ｐ57参照 

(―) 再掲【３－（２）－⑤】 

  → Ｐ57参照 

公園課 

安全で人にやさしい府道緑化事業の推進 

   再掲【３－（２）－⑤】  → Ｐ57参照 

(―) 再掲【３－（２）－⑤】 

  → Ｐ57参照 

公園課 

まちまるごと耐震化支援事業 

     再掲【５－（１）】     → Ｐ70参照 

(47,619)  再掲【５－（１）】   

→ Ｐ70参照 

建築指導室

建築企画課 

街頭犯罪抑止総合対策の推進 

街頭犯罪の認知件数は、年々減少しているが、各手口ごとの発

生実態は依然として高水準で推移しており、引き続き、検挙及び

防犯の両面にわたる警察活動を強化する。 

― ○ 街頭犯罪７手口認知件数 

６４，５６９件 

   （前年比－３，７３１件、 

－５．５％） 

 

○ ひったくり認知件数 

１，６８７件 

（前年比－７４件、 

 －４．２％） 

警察本部 

警務部警務

課犯罪対策

室 

 

生活安全部
府民安全対策課 

 

刑事部捜査

第三課 

 

刑事部捜査

第一課 

府営住宅の「新婚・子育て世帯向け募集」の実施 

 申込者本人及び配偶者が婚姻後１年以内等の世帯及び、同居

している小学生以下の子どもを含む親子を中心とした世帯等を対

象に、新婚・子育て世帯向け募集を行う。 

― 新婚・子育て世帯向け募集 

住宅 

供給戸数 ：710戸 

 

住宅経営室

経営管理課 

府営住宅の「親子近居向け募集」の実施 

 募集している府営住宅の近く（府が指定する地域内）に、親世

帯又は子世帯が 1年以上住んでいる、当該府営住宅への入居希

望者を対象に、親子近居向け募集を行う。 

― 親子近居向け募集住宅 

供給戸数 ：63戸 

 

住宅経営室

経営管理課 

府営住宅福祉世帯向け募集制度の活用 

府営住宅の全募集戸数の約６割を別枠で高齢者世帯、障がい

者世帯、ひとり親世帯、 単身者世帯などを対象に福祉世帯向け

募集を行う。 

 

― 福祉世帯向け募集住宅 

供給戸数 ：1,622戸 
 

住宅経営室

経営管理課 

（新）府住宅供給公社住宅における新婚・子育て世帯等を対象と

した「優先申込期間制度」の実施 

婚姻 1 年以内で、かつ、年齢が共に 50 歳未満の夫婦がいる

世帯等を対象に、対象団地を募集開始から7日間、優先的に申

込みできる制度を実施する。 

 

―  居住企画課 

配偶者からの暴力被害世帯の入居 

配偶者からの暴力被害の証明を公的機関から受けた場合は、

府営住宅総合募集の福祉世帯向け募集住宅について、「母子世

帯に準じる状況にある世帯又は単身者世帯」として申し込み可能

とする。 

― 平成24年度当選・入居件数： 

10件 

住宅経営室

経営管理課 

府営住宅を活用したＤＶ被害者向け一時使用住戸の提供 

府営住宅を活用し、配偶者からの暴力被害者が一時使用する

ための住戸の提供を行う。 

 

―  住宅経営室

経営管理課 

既存府営中層住宅へのエレベーター設置 

既存府営中層住宅における高齢者などの昇降困難者の利便

性・安全性の向上を図るため、エレベーターの設置されていない

中層耐火住宅にエレベーターを設置する。 

 

1,325,783 同左  住宅経営室

施設保全課 
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事業名及び平成25年度事業概要 

25年度 

予算額 

（千円）  

 

平成24年度実績 担当課 

府営住宅の団地内バリアフリー化 

団地内の屋外主要道路及び住棟周りの段差について、スロー

プや屋外手すりを設置する。      

67,811 同左 住宅経営室

施設保全課 

既存集会所整備（ふれあいリビングの推進） 

府営住宅において、良好な団地コミュニティの形成によって自

治会活動の活性化を図るため、団地内維持管理活動、サークル

活動等を実施する既存集会所の改修等を行う。 

 

15,538 同左 住宅経営室

施設保全課 

府営住宅における社会福祉施設などの導入 

建替事業により生み出された用地等において、子育て支援の

ための施設等の導入など、地域の福祉ニーズに対応した活用が

図れるよう、市町村と連携した取り組みを行う。 

 

― 用地の売却：1団地 住宅経営室

住宅整備課 

新婚・子育て世帯向け家賃減額補助事業 

新婚世帯及び子育て世帯の良好な賃貸住宅への入居を支援

するため、新婚世帯及び子育て世帯の家賃減額の補助を行う。 

500戸予定  （大阪市、堺市を除く。） 

 

543,680 認定戸数 476戸 居住企画課 

大阪あんしん賃貸支援事業 

民間の賃貸住宅に入居を希望している高齢者世帯、障がい者世

帯、 外国人世帯及び子育て世帯の事業対象者が安心して住宅

を探すことができるよう、入居を拒まない賃貸住宅、不動産の協力

店及び制度に賛同いただける居住支援団体を大阪府が登録し、

インタ-ネットを通じて事業対象者へ情報提供する制度。 

― あんしん賃貸住宅：2,945戸 

協力店：239店舗 

居住支援団体：4団体 

 

 

 

居住企画課 

ＤＶ被害者自立支援(ステップ・ハウス)事業 

再掲【３－（１）－②】  → Ｐ39参照 

 

(―) 再掲【３－（１）－②】 

  → Ｐ39参照 

子ども室家

庭支援課 

広域連携・官民連携による子育て応援事業（「関西子育て世帯応

援事業（まいど子でもカード）」） 

再掲【２－（２）－②】  → Ｐ29参照 

（14,314） 再掲【２－（２）－②】 

  → Ｐ29参照 

子ども室子育

て支援課 

男女のニーズの違いに配慮した防災・復興対策の推進 

防災知識の普及啓発や訓練実施の際には、被災時の男女の

ニーズの違いなど男女双方の視点に十分配慮することを、大阪

府地域防災計画に位置付けている。また、避難所の管理運営に

あたっても男女のニーズの違いに配慮することについて、大阪府

地域防災計画及び避難所運営マニュアル作成指針に位置付けて

おり、市町村の計画改正やマニュアル作成の支援・促進を通じ、

その実施を市町村に働きかける。 

― ・大阪府防災会議における女

性委員：1 名（公益社団法人大

阪府看護協会会長）。府地域防

災計画等において女性の視点

を記載。 

・防災会議の下に新たに２つの

専門部会を設置する際、各１名

女性専門委員を登用。 

危機管理室 

住民の自助・共助による地域防災活動の促進 

再掲【５－（１）】     → Ｐ68参照 

(―) 再掲【５－（１）】 

     → Ｐ68参照 

危機管理室

災害対策課 

防災企画課 

高等学校福祉対策整備事業 

再掲【３－（２）－⑤】  → Ｐ57参照 

(123,346) 再掲【３－（２）－⑤】 

  → Ｐ57参照 

教育委員会

事務局施設

財務課 

支援学校福祉対策整備事業 

再掲【３－（２）－⑤】  → Ｐ57参照 

 (58,688) 再掲【３－（２）－⑤】 

  → Ｐ57参照 

教育委員会

事務局施設

財務課 

②女性起業家等への支援 

起業力を高めよう！サポートプロジェクト（Ｏｓａｋａ起業家応援事

業） 

 平成24年度で事業終了 

― 年間１０回のセミナー・交流会を

実施。 

中小企業支

援室商業・サ

ービス産業

課 
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事業名及び平成25年度事業概要 

25年度 

予算額 

（千円）  

 

平成24年度実績 担当課 

（新）創業支援事業（大阪起業家スタートアッパー） 

 ビジネスプランコンテスト等を通じた有望創業者の発掘、目標達

成型の補助金の支給、ビジネスプランから成長過程までの一貫し

たハンズオン支援を組み合わせることにより、創業者の着実な成

長を支援します。 

9,291 ― 中小企業支

援室商業・サ

ービス産業

課 

中小企業向け開業サポート資金 

創業に関する具体的な計画を有し、新たに事業を営むために

必要な準備を行っている方、または業歴の浅い方向けの融資制

度。 

3,189,000 融資実績       491件 

2,600,581千円 
  

預託額   2,357,000千円 

中小企業支

援室金融課 

ドーンセンター情報ライブラリー事業 

再掲【４－（２）－⑤】  → Ｐ66参照 

(36,637) 
のうち一部

事業 

再掲【４－（２）－⑤】 

  → Ｐ66参照 

男女参画・府

民協働課 

③グローバル化の進展の中での多文化共生をめざす男女共同参画の推進 

外国人情報コーナー 
在住外国人に対し、多様な言語で府政等に関する情報提供や

相談対応を行う。 

○実施主体：公益財団法人大阪府国際交流財団 
H21年度より、府政に関する問合せ等について、同財団へ事

業委託。 

○外国語による府政相談(情報提供、案内等) 

○電話による外国語通訳 

対応言語：日本語、英語、韓国・朝鮮語、中国語、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ

語、ｽﾍﾟｲﾝ語、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ語、ﾀｲ語、ﾍﾞﾄﾅﾑ語 

 2,860 年間相談件数： 1,318件 

（うち 男性508件） 

都市魅力創

造局国際課 

ドーンセンター情報ライブラリー事業 

再掲【４－（２）－⑤】  → Ｐ66参照 
(―) 再掲【４－（２）－⑤】 

  → Ｐ66参照 

男女参画・府

民協働課 

国際理解教育の促進事業 

 学校現場等における国際理解教育の促進を図るため、人材の

派遣、情報資源提供の充実に取り組む。 

○ ＯＦＩＸ国際理解教育外国人サポーター派遣事業：府内の

学校や団体が行う国際理解教育の授業や講座に、外国人サ

ポーターを講師として派遣する。 

実施主体：（公財）大阪府国際交流財団 

   ― ＯＦＩＸ奨学生等の派遣実績 

 67回（延べ 168人） 

 
 

都市魅力創

造局国際課 

ＯＦＩＸ国際交流ボランティア登録制度 

ホストファミリー、語学、文化に関する各ボランティアを登

録し、協力依頼のあった公的団体等にあっせんする。 

実施主体：(公財)大阪府国際交流財団 

   ― 

 

登録ボランティア数：951人 都市魅力創

造局国際課 

 


